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1.  平成24年3月期第1四半期の連結業績（平成23年4月1日～平成23年6月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期第1四半期 191,375 3.7 13,581 25.4 14,012 15.6 4,513 △3.7

23年3月期第1四半期 184,462 1.2 10,829 53.9 12,125 37.7 4,685 △6.5

（注）包括利益 24年3月期第1四半期 6,797百万円 （136.8％） 23年3月期第1四半期 2,870百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

24年3月期第1四半期 22.38 ―

23年3月期第1四半期 22.76 ―

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

24年3月期第1四半期 882,503 619,187 63.2
23年3月期 863,957 613,619 64.0

（参考） 自己資本   24年3月期第1四半期  557,513百万円 23年3月期  552,564百万円

2.  配当の状況 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無  ：  有  
 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

23年3月期 ― 5.00 ― 5.00 10.00
24年3月期 ―

24年3月期（予想） 5.00 ― 5.00 10.00

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無  ：  有  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 376,000 △0.2 17,500 △20.1 18,000 △21.2 5,500 △40.1 27.27
通期 718,000 1.6 19,500 △21.9 20,000 △27.3 3,000 ― 14.87



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  ：  無  

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  ：  有  
（注）詳細は、【添付資料】Ｐ．４「２．サマリー情報（その他）に関する事項（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用」をご覧ください。 

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（注）「会計方針の変更を会計上の見積りの変更と区別することが困難な場合」に該当します。詳細は、【添付資料】Ｐ．４「２．サマリー情報（その他）に関す
る事項（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示」をご覧ください。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四
半期連結財務諸表のレビュー手続は終了していません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績はさまざまな要因により大きく異なる可能性があります。 
業績予想の前提となる条件および業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、【添付資料】Ｐ．３「１．当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業
績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

4.  その他

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更   ：  無

② ①以外の会計方針の変更   ：  有

③ 会計上の見積りの変更   ：  有

④ 修正再表示   ：  無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年3月期1Q 216,592,000 株 23年3月期 216,592,000 株

② 期末自己株式数 24年3月期1Q 14,904,169 株 23年3月期 14,904,019 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 24年3月期1Q 201,687,885 株 23年3月期1Q 205,888,142 株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

当第１四半期連結累計期間（平成23年４月1日から平成23年６月30日まで）におけるわが国経済は、平成23年３月

11日に発生した東日本大震災の影響で落ち込んだ生産活動に持ち直しの動きが見られたものの、厳しい雇用・所得環

境の継続に加え、電力供給の制約の影響が懸念されるなど、依然として先行き不透明な状況のまま推移しました。 

このような環境下におきまして、当社グループは業績の回復を図るべく、生産・販売・研究開発の各分野で業務改

革の推進に努めました。当第１四半期連結累計期間においては、震災の影響等で飲料容器の販売が増加したことなど

により、売上高は1,913億75百万円（前年同期比3.7％増）となり、利益面では、営業利益は135億81百万円（前年同

期比25.4％増）、経常利益は140億12百万円（前年同期比15.6％増）となりました。四半期純利益は、震災にともな

う特別損失を計上したことなどにより45億13百万円（前年同期比3.7％減）となりました。 

各セグメントの営業の概況は次のとおりです。 

〔包装容器関連事業〕 

売上高は1,675億37百万円（前年同期比5.2％増）となり、営業利益は118億89百万円（前年同期比46.9％増）とな

りました。 

①缶詰用空缶・その他金属製品の製造販売 

飲料用空缶の売上高は、前年同期を大幅に上回りました。 

清涼飲料向けは、震災の影響やお得意先が夏期の電力使用制限に対応するため増産したことなどによりコーヒー

向けが伸長したほか、タイのNext Can Innovation Co., Ltd.において炭酸飲料向けが好調に推移し大幅に増加し

ました。 

アルコール飲料向けは、お得意先が電力使用制限に対応するため増産したことなどによりチューハイ向けなどが

伸長したほか、中国の広州東罐商貿有限公司およびタイのBangkok Can Manufacturing Co., Ltd.においてビール

向けが順調に推移したことにより増加しました。 

飲料用以外のメタル容器では、震災で当社仙台工場が被災したことにより水産食品向けなどが大きく減少し、売

上高は前年同期を大幅に下回りました。 

メタルキャップでは、ビール向けのマキシキャップの輸出が好調に推移したほか、コーヒー向けで新規受注があ

ったことなどにより、売上高は前年同期を上回りました。 

②プラスチック製品の製造販売 

飲料用ペットボトルの売上高は、前年同期を上回りました。 

500mlを超える大容量ボトルは、震災の影響による需要増で健康飲料・お茶類向けなどが伸長し大幅に増加しま

した。500ml以下の小容量ボトルは、震災の影響による需要増でお茶類向けが増加しましたが、炭酸飲料向けでプ

リフォーム販売への移行が進んだことにより減少しました。プリフォームは、大容量・小容量ともにお得意先にお

ける自社製造の拡大の影響を受けミネラルウォーター向けが大幅に落ち込んだことにより減少しました。 

一般プラスチックボトルでは、マヨネーズ向けが減少しましたが、ドレッシング向けが伸長したほか、台所用洗

剤・農薬向けなどが増加し、売上高は前年同期を上回りました。 

プラスチックフィルムでは、洗濯用洗剤向けの詰替用容器が好調に推移したほか、米飯・流動食向けが増加し、

売上高は前年同期を大幅に上回りました。 

プラスチックキャップでは、醤油などの調味料向けが増加しましたが、震災で日本クラウンコルク株式会社石岡

工場が被災したことなどにより清涼飲料向けが減少したほか、牛乳向けが低調に推移し、売上高は前年同期を下回

りました。 

③ガラス製品の製造販売 

びん製品では、清涼飲料向けが減少しましたが、ドレッシング・医薬系ドリンク向けが増加し、売上高は前年同

期並となりました。 

ハウスウエア製品では、セールスプロモーション品の新規受注があったことなどにより、売上高は前年同期を上

回りました。 

④紙製品の製造販売 

紙コップ製品では、冷菓・スープ向けなどが増加しましたが、震災の影響によりヨーグルト・納豆向けなどが大

きく減少し、売上高は前年同期を下回りました。 

印刷紙器製品では、ビール類向けのジャケットパックが増加し、売上高は前年同期を上回りました。 

段ボール製品では、菓子向けが減少しましたが、震災の影響によるお得意先の増産や生産品目見直しなどにとも

ない、清涼飲料・ビール類向けの受注が増加し、売上高は前年同期を上回りました。 

⑤エアゾール製品・一般充填品の受託製造販売 

エアゾール製品では、染毛剤で国内の伸長やタイのToyo Filling International Co., Ltd.において新規受注が

１．当四半期決算に関する定性的情報



あったほか、殺虫剤・制汗消臭剤が好調に推移し、売上高は前年同期を大幅に上回りました。 

一般充填品では、消臭芳香剤で新規受注があったことなどにより、売上高は前年同期を大幅に上回りました。 

〔鋼板関連事業〕 

売上高は129億68百万円（前年同期比8.9％減）となり、営業利益は４億12百万円（前年同期比74.6％減）となりま

した。 

電気・電子部品向けでは、電池材で、乾電池などの一次電池向けが需要増により伸長しましたが、ノートパソコン

用のリチウムイオン二次電池向けが減少し、売上高は前年同期を下回りました。 

自動車・産業機械部品向けでは、自動車部品材料が減少しましたが、産業機械部品材料が好調に推移し、売上高は

前年同期を上回りました。 

建築・家電向けでは、冷蔵庫向け扉材がエコポイント制度の終了の影響などを受け減少し、売上高は前年同期を下

回りました。 

〔機能材料関連事業〕 

売上高は74億73百万円（前年同期比6.7％増）となり、営業利益は９億33百万円（前年同期比3.1％増）となりまし

た。 

磁気ディスク用アルミ基板では、サーバー向けが堅調に推移しましたが、パソコン向けなどが需要の低迷により減

少し、売上高は前年同期を下回りました。 

光学用機能フィルムでは、フラットパネルディスプレイの堅調な需要に支えられ、順調に推移しました。 

その他、フリット・ゲルコートなどが需要の低迷により減少しました。 

〔その他〕 

硬質合金・機械器具および農業用資材製品などの製造販売、石油製品などの販売、損害保険代理業および不動産管

理業などにつきましては、売上高は33億95百万円（前年同期比13.7％減）となり、営業利益は１億99百万円（前年同

期比35.6％減）となりました。 

なお、当第１四半期連結累計期間における連結子会社および持分法適用関連会社の増加は、次のとおりです。 

<１>連結子会社 

・増加（１社） 

株式会社ダック商事 

<２>持分法適用関連会社 

・増加（１社） 

株式会社Ｔ＆Ｔエナテクノ 

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

・資産、負債および純資産の状況 

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、8,825億３百万円となりました。現金及び預金が減少しましたが、

受取手形及び売掛金や棚卸資産の増加により、前連結会計年度末に比べ185億45百万円の増加となりました。 

当第１四半期連結会計期間末の負債は、2,633億15百万円となりました。未払法人税等は減少しましたが、支

払手形及び買掛金等の支払債務や借入金が増加したことにより、前連結会計年度末に比べ129億78百万円の増加

となりました。 

当第１四半期連結会計期間末の純資産は、6,191億87百万円となりました。配当金の支払いがありましたが、

第１四半期純利益などの増加により、前連結会計年度末に比べ55億67百万円の増加となりました。 

以上の結果、自己資本比率は、前連結会計年度末の64.0％から63.2％となりました。 

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

平成24年３月期の連結業績予想につきましては、平成23年５月13日に公表いたしました「平成23年３月期決算短信

〔日本基準〕（連結）」において、合理的な業績予想の算定が困難であったことから未定としておりましたが、この

たび、現時点において入手可能な情報や予測等に基づき業績予想を策定いたしましたので公表いたします。詳細につ

きましては、本日（平成23年７月29日）公表いたしました「業績予想および配当予想に関するお知らせ」をご覧くだ

さい。 



（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

該当事項はありません。 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

 税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計 

 適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

 なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。 

  

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

  （有形固定資産の減価償却方法の変更） 

   一部の国内連結子会社において、従来、一部の有形固定資産の減価償却方法について定率法を採用しておりまし

   たが、当第１四半期連結会計期間より定額法に変更しております。 

   この変更は、有形固定資産の使用状況等に鑑み、費用配分の適正化を図るものであります。 

   これによる営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微であります。  

２．サマリー情報（その他）に関する事項



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 152,762 134,970

受取手形及び売掛金 194,632 224,072

有価証券 2,000 2,000

商品及び製品 56,964 62,907

仕掛品 10,614 10,496

原材料及び貯蔵品 26,834 26,696

繰延税金資産 10,873 10,562

その他 8,847 10,032

貸倒引当金 △2,872 △3,008

流動資産合計 460,658 478,731

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 86,282 85,059

機械装置及び運搬具（純額） 81,194 79,155

土地 82,793 82,851

建設仮勘定 27,254 33,705

その他（純額） 8,660 8,725

有形固定資産合計 286,186 289,497

無形固定資産 3,632 3,516

投資その他の資産   

投資有価証券 79,000 79,461

長期貸付金 523 231

繰延税金資産 22,979 19,510

その他 12,554 13,119

貸倒引当金 △1,576 △1,565

投資その他の資産合計 113,480 110,758

固定資産合計 403,299 403,772

資産合計 863,957 882,503



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 74,765 88,250

短期借入金 18,222 18,334

未払法人税等 3,722 2,672

災害損失引当金 4,741 4,538

事業構造改善引当金 2,367 2,197

その他 58,065 50,072

流動負債合計 161,884 166,066

固定負債   

社債 － 5,000

長期借入金 18,024 21,186

繰延税金負債 3,075 2,998

退職給付引当金 52,760 53,844

役員退職慰労引当金 959 953

特別修繕引当金 3,756 3,936

ＰＣＢ対策引当金 893 893

事業構造改善引当金 1,585 1,585

アスベスト対策引当金 155 155

資産除去債務 1,561 1,564

負ののれん 529 359

その他 5,152 4,772

固定負債合計 88,453 97,249

負債合計 250,337 263,315

純資産の部   

株主資本   

資本金 11,094 11,094

資本剰余金 349 349

利益剰余金 553,664 557,224

自己株式 △24,765 △24,765

株主資本合計 540,342 543,902

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 17,272 17,432

繰延ヘッジ損益 △976 △814

為替換算調整勘定 △4,074 △3,005

その他の包括利益累計額合計 12,221 13,611

少数株主持分 61,055 61,673

純資産合計 613,619 619,187

負債純資産合計 863,957 882,503



（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 
（四半期連結損益計算書） 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

売上高 184,462 191,375

売上原価 155,825 159,998

売上総利益 28,636 31,376

販売費及び一般管理費 17,807 17,795

営業利益 10,829 13,581

営業外収益   

受取利息 118 96

受取配当金 820 853

受取賃貸料 523 464

負ののれん償却額 95 109

持分法による投資利益 12 56

その他 1,547 1,598

営業外収益合計 3,118 3,179

営業外費用   

支払利息 109 125

固定資産賃貸費用 417 418

固定資産除却損 53 59

為替差損 413 960

その他 828 1,184

営業外費用合計 1,822 2,748

経常利益 12,125 14,012

特別損失   

災害による損失 － 1,036

災害損失引当金繰入額 － 1,669

アスベスト対策引当金繰入額 155 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 1,169 －

特別損失合計 1,325 2,705

税金等調整前四半期純利益 10,800 11,306

法人税等 5,038 6,049

少数株主損益調整前四半期純利益 5,761 5,256

少数株主利益 1,075 742

四半期純利益 4,685 4,513



（四半期連結包括利益計算書） 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 5,761 5,256

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △4,363 84

繰延ヘッジ損益 △215 171

為替換算調整勘定 1,703 1,266

持分法適用会社に対する持分相当額 △15 19

その他の包括利益合計 △2,891 1,541

四半期包括利益 2,870 6,797

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,580 5,903

少数株主に係る四半期包括利益 1,289 893



該当事項はありません。  

  

  

〔セグメント情報〕 

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日  至 平成22年６月30日） 

 １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報   

（単位：百万円）

(注)１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、硬質合金、損害保険代理業 

    及び不動産管理業等を含んでいる。 

  ２．セグメント利益の調整額△103百万円には、セグメント間取引消去等が含まれている。 

  ３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。 

  

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日  至 平成23年６月30日） 

 １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報   

（単位：百万円）

(注)１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、硬質合金、損害保険代理業 

    及び不動産管理業等を含んでいる。 

  ２．セグメント利益の調整額146百万円には、セグメント間取引消去等が含まれている。 

  ３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。 

  

 該当事項はありません。 

  

  

（３）継続企業の前提に関する注記

（４）セグメント情報等

  

報告セグメント 
その他 

（注1） 
合計 

調整額 

（注2） 

四半期連結 

損益計算書 

計上額 

（注3） 

包装容器 

関連事業 

鋼板 

関連事業 

機能材料 

関連事業 
計 

売上高  

  外部顧客への売上高  

 セグメント間の 
  内部売上高又は振替高  

 

 

 

159,290

130

 

 

14,231

11,107

 

 

7,005

6

 

 

180,527

11,244

 

 

3,935

1,490

 

 

184,462

12,735

 

 

 

－

△12,735

 

 

184,462

－

計   159,421  25,338  7,012  191,771  5,425  197,197  △12,735  184,462

セグメント利益  8,094  1,623  905  10,623  309  10,933  △103  10,829

  

報告セグメント 
その他 

（注1） 
合計 

調整額 

（注2） 

四半期連結 

損益計算書 

計上額 

（注3） 

包装容器 

関連事業 

鋼板 

関連事業 

機能材料 

関連事業 
計 

売上高  

  外部顧客への売上高  

 セグメント間の 
  内部売上高又は振替高  

 

 

 

167,537

119

 

 

12,968

11,328

 

 

7,473

4

 

 

187,979

11,453

 

 

3,395

1,507

 

 

191,375

12,960

 

 

 

－

△12,960

 

 

191,375

－

計   167,657  24,296  7,478  199,432  4,903  204,336  △12,960  191,375

セグメント利益  11,889  412  933  13,235  199  13,435  146  13,581

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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